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ウズベキスタンにおけるサービス分野（外食、学習塾、人材送出機関）の 

事業設立ガイド 

はじめに 

ウズベキスタン国家統計委員会の発表によると、ウズベキスタンの 2019 年の GDP の産

業別シェアは、農林・漁業が 28.1%、工業（建設業含む）が 36.4%、サービス業が 35.5%だ

った1。サービス業の内訳は貿易・宿泊・外食関連サービスが 6.9%、輸送・倉庫・情報通信

サービスは 7.7%、その他サービス部門が 20.9%という構成になっている。 

ウズベキスタンの経済はサービス業に強く依存している。近年ウズベキスタンを訪れる

多くの日系中小企業も、同国の消費市場や豊富な若年層人材の活用に大きな関心を抱いて

いる。 

今回、本報告書では日系企業から関心が高まっている外食と外国語教育・学習塾経営、

技能実習生の日本への送り出し事業に焦点を絞り、開業、営業に関する法的な諸要件を概説

する。 

なお、新型コロナウィルス（COVID-19）の影響を受け、ウズベキスタン国内でも各種事

業の営業について衛生上の要件が厳格化されているが、本報告書での各説明は従前の営業

規則などを基にしていることをご了解いただきたい。 

また、本報告書は、主として事業の立ち上げ時に求められるライセンス（以下、「免許」

という。）要件を法的観点から記述したもので、経理、税務、運営に関する諸事項・負担等

について記したものではない。事業採算性の検討にあたっては各方面からの綿密な情報収

集・包括的な検討が必要である。 

 

 

第 1 章 ウズベキスタンでの外食店の開業 

 

ウズベキスタンは元来、家庭での食文化が発展した国である。一方、近年は市民の購買

力上昇に伴い外食産業が成長を遂げている。ローカルフード店に加え、外資系レストラン、

カフェやチェーン店も増加している。2020 年 3月 23 日の税務国家委員会の発表によると、

国内では 1 万 3,858 の飲食店がある2。 

ウズベキスタン国内での外食店に関する主たる規則は、「ウズベキスタン共和国における

外食製品の製造販売に関する規則」（2003 年 2 月 13 日付閣僚会議決定第 75 号付属書第 2

号）に定められている。以下、ウズベキスタンでレストラン等の外食店の開業とその営業を

行うに当たっての法的要件について解説する。 
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1. 外食店とは 

法令上、「公共給食分野における企業主体」と称される外食店とは、料理の準備、その他

の食品調理、販売・消費を運営し、付随するサービスを提供する組織を意味する。 

 

2. 外食店の種類 

外食店には次の図表記載のような種類がある。下記の各定義は一般呼称ではなく、法令

上の定義となる。 

【図表】 1 外食店の法令上の分類 

外食店の種類 サービス内容 

レストラン 快適な外食施設であり、その名称が示され、消費者に高品質

で複合的な調理が必要な料理や菓子、飲料を提供する。レス

トランのメニューには定番料理、特製料理が含まれなければ

ならない。レストランでのサービスには娯楽サービスも含ま

れ、高度資格者3のシェフやウェーターがサービスを提供す

る。 

バー テーブルに加え、バースタンドで消費者に飲料、スナックを

提供する外食施設。販売される食料品によりビールバー、ワ

インバー、カクテルバーや乳飲料バーなどに分類される。ウ

ェーターがサービスするが、セルフサービスも許容される。 

カフェ 消費者にさまざまな飲料、菓子、乳飲料や調理が複雑でない

料理を提供する外食施設。セルフサービスまたはウェーター

によるサービスを利用。夜間は音楽を利用したサービスも可

能（騒音規制については後述）。 

夏季カフェ オープンスペースでサービスを提供する外食施設。 

カフェテリア 店頭内で飲料、乳飲料、ジュース、ホットドッグ、菓子その

他の食料品を消費するために設置されたスペース。 

スタローバヤ（大衆食

堂） 

朝食、昼食および夕食を提供する外食施設。所在地や客層に

よって一般利用、工場内、施設内、建設現場内、学校内のも

のなどに分類される。職場、学校やその他の類似施設内のス

タローバヤでは日々の定食、ランチ、夕食が提供される。セ

ルフサービスか事前用意の定食が提供される。 

チャイハナ ティーポットでの茶の提供を主なサービスとする外食施設。

それ以外にも、パン、伝統的な甘味、菓子その他の食品を提

供することが可能。 
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ビュッフェ 消費者に限られたホットドリンクや清涼飲料、冷たい料理お

よびスナック、パン、菓子、準備が複雑でない暖料理等を提

供する外食施設。セルフサービスまたはウェーターによるサ

ービスが利用可能。 

ザクソチナヤ（軽食堂） 消費者に準備が複雑ではないファストフードや清涼飲料類を

提供する外食施設。提供食品によりシャシリク（串肉）、サム

サ（パイ）、プロフ（伝統チャーハン）、ソーセージ、ペルメ

ン（水餃子）、その他の専門店がある。セルフサービスまたは

ウェーターによるサービスが利用可能。 

鉄道車両・レストラン 

（ワゴン・レストラン） 
鉄道輸送中の乗客や職員に朝食、昼食、夕食、菓子や飲料を

提供する外食施設。 

 

3. 出資形態 

ウズベキスタンで外食店を開業するにあたり、現地投資家と外国投資家の出資割合は問

われない。日本企業の 100%の出資でも、現地ビジネス・パートナーとの共同出資でも外食

事業を行うことができる。合弁企業として開業する際にも、基本的に日本企業の出資の割合

は問われない。ただし、法令で保障されている一定の租税優遇等（サービス業ではなく、主

として製造業者に有利な優遇）を受けるため、また外国資本の参加を社名で表現するために

は、外国資本の参加割合が 15%以上でなければならない。例えば、100%の日本企業の出資

の場合は、FE LLC（Foreign Enterprise in the form of Limited Liability Company）＝

「有限責任会社形態の外国企業」という企業形態、または 15~99%の日本企業の出資の場合

は JV LLC （Joint Venture in the form of Limited Liability Company）＝「有限責任会社

形態の合弁企業」という企業形態が利用できる。FE LLC、JV LLC の形態で開業する場合

は会社の資本金は 4 億スム以上（430 万円前後）でなければならない。 

ウズベキスタンでの拠点設立に際する出資形態の詳細についてはジェトロ「ウズベキス

タン拠点（法人および駐在員事務所）設立ガイド（2020 年 2 月）」を参照のこと。 

 

4. 開業免許の有無 

外食店の開業にあたり行政当局から個別の免許を取得する必要はない。外食サービスを

主たる事業として企業を運営する場合には、法人設立の際にウズベキスタンの業種コード

全国分類一覧表（ロシア語で「ОКЭД（オケッド）」と略称される）の中から第 56 番の種類

に該当する業種（食料品・外食サービス）を選択すれば外食店として営業が可能となる。別

の業種を主たる事業として登録した会社であっても、事後的に外食事業の展開は可能であ

https://www.jetro.go.jp/world/reports/2020/02/e55ca91a903f9827.html
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2020/02/e55ca91a903f9827.html


4 

Copyright © 2020 JETRO. All rights reserved. 禁無断転載 

る。実際、「医療品の販売」を主たる事業とする会社がタシケント市内で鉄板焼き等の和食

店舗を運営している事例もある。 

外食店でのアルコール提供については下記の「酒類取扱い免許」を参照のこと。 

 

5. 店舗形態 

外食店の店舗形態としては主に商業施設内の店舗、集合住宅１階の商業向け店舗やその

他の非居住用建物での営業が想定される。 

商業施設内の店舗は通常、物件の所有者と直接締結される賃貸契約により賃借するか、

またはそのスペースを借り受けた業者等から転借する。 

集合住宅 1 階に外食店を出店することも多く見られる。ウズベキスタンの住宅法典第 9

条により「商業目的でアパート等における住居の利用・賃借り・賃貸借は禁止」されている

が、「これらの住居における法人等の入居は、当該住居を非居住用家屋に変更してからのみ

許される」としている。実務では集合住宅の 1 階にある住居を非居住家屋として変更する

ことも多く行われている。法令上、外食業は集合住宅の非居住用家屋で営業できる業種とし

て認められている。 

集合住宅以外にも、一戸建ての非居住用建物で外食店を出店することができる。 

外食店の商業用スペース、倉庫、調理室や設備等は国内の技術規則や基準、衛生上の規

則、安全性規則、防火その他の要件を満たす必要がある。 

例えば、ショッピングセンター等の大衆が集まる施設については、内務省付属消防庁の

防火規則（1997 年 7 月 8 日法務省登録第 354 号）により、外食店への来客者の収容人数に

ついて 1 人あたり 0.75 平方メートル、火災発生時の避難に要する時間は 2 分以内と規定さ

れている。国内都市計画規範（ShNK(ШНК) コード 2.08.02-09 規則「公共建築物および施

設」）により、収容人数が 50 人未満の外食店の店内の高さは 2.8 メートル以上でなければ

ならない。また、国内都市計画規範（ShNK(ШНК) コード 3.01.04-04 規則「建築工事完了

施設の営業開始の受入」）により、建物や倉庫等の施設自体は建築工事完了後に完了検査を

受ける必要がある。 

外食店の所在地や配置に関する衛生基準は保健省衛生疫学福祉局長名衛生規則（2014 年

3 月 9 日付 SanPin(СанПиН)第 0309-14 号）に規定されている。同規則では外食店の配置

要件（非常口、品物の納入、ゴミ収集場所の配置等に関する規則）、店内の給水・排水に関

する要件（店内で使用される水の水質、水の利用量や排水量の上限基準等）、生産施設（調

理室等）に関する要件（空調、喚起、暖房や照明基準）、店内の設計や管理に関する要件、

店内の設備、道具、食器に関する要件や従業員の衛生に関する要件などが細かく規定されて

いる。 

実務では、上記技術規則に適合する施設であれば、消防署や衛生当局から防火規則や衛生

規則要件に該当する旨の証明レター（証明書）は問題なく受け取れる。賃貸物件の場合は基

https://lex.uz/docs/747599#748084
https://www.lex.uz/ru/docs/4444293
https://www.lex.uz/ru/docs/4439666?otherlang=
https://www.minzdrav.uz/documentation/detail.php?ID=46906
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本的に賃借人がこれらの証明レターを用意することになっている。 

 

6. 従業員に関する要件 

法令上（2003 年 2 月 13 日付閣僚会議決定第 75 号）、外食店の従業員は一定の要件を満

たしていなければならない。 

例えば、外食店の商品の保管、生産（調理）および販売に従事する従業員（社員かその

他の契約社員かは問わない）は事前の研修を受けていなければならず、「ウズベキスタン共

和国における公共外食製品の製造販売に関する規則」、衛生上の規則や要件、防火規則、関

係する国内基準や安全性規則を理解・遵守しなければならない。 

観光客にサービス提供を行う外食店では一つ以上の外国語が話せる従業員を（労働契約

による正規雇用として）確保しなければならず、メニューは国語に加え外国語でも用意する

必要がある（2003 年 2 月 13 日付閣僚会議決定第 75 号付属書第 2 号第 7 条）。 

労働法第 214 条に基づき、使用者は外食店の従業員（労働契約により雇用されている労

働者）の健康診断を管理しなければならない。例えば、外食店の従業員は 1 年に 2 回内科

医、皮膚科医、性病科医、婦人科医の診断、1 年に 1 回 X 線検査と便検査を受ける必要があ

る。その費用は使用者が負担する4。 

 

7. 従業員数 

ウズベキスタンでは過去（2011 年から）、大統領令5により小売業、外食業および建設業

において従業員の最低人数を雇用労働関係省が決定する制度が導入されていた。この制度

の前提となった大統領令は改訂により 2017 年に失効したが、相応する雇用労働関係省の規

則は存続している。実務では同最低従業員数の要件が満たされているか、税務署から照会さ

れることがあり（税務署の監査範囲に含まれる）、外食店で同規則のとおりに従業員の人数

を決めている事例も少なくない。 

外食店の従業員の最低人数は 2011 年 1 月に施行した雇用労働関係省規則（法務省登録

番号第 2173 号・2013 年最終改正）に規定されている。例えば、一日あたりの業務時間が

12 時間（週 84 時間）の外食店の主要人員〔管理職の職員（社長や経理等）や技術職の職員

（修理人、クローク、警備員、掃除人等）を除く〕の人数要件は以下図表のとおり。 
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【図表】 2 業務時間が一日あたり 12 時間（週 84 時間）の外食店の主要人員の人数要件 

外食店の 

種類 

1 テーブル（4 人席）にサービスする 

従業員数（ウェーターを含む） 

バーテン

ダー 

（バーが

付いてい

る場合） 

シ
ェ
フ 

配
給
従
事
者 

調
理
室
員 

タシケント市 その他の

市 

その他の 

居住地 

レストラン 0,35 0,25 0,2 1 3 － 2 

カフェ 0,25 0,2 0,1 1 2 － 1 

カフェ（セ

ルサービス

が あ る 場

合） 

0,2 0,15 0,1 1 2 1 1 

チャイハナ － － － － 2 1 1 

スタローバ

ヤ 
－ － － － 2 1 1 

カフェテリ

ア、軽食堂、

ビュッフェ 

－ － － － 1 1 1 

その他（調

理室がない

場合） 

0,2 0,15 0,1 1 － － － 

 

8. 営業時間 

外食店の営業時間は原則、独自で決定する。しかし、行政責任法典により 23 時から 6 時

の間に近隣住人の迷惑となる騒音に対して行政罰金が規定されていることから、実際に午

後 11 時に閉店する店舗が多い。学校その他の施設内の外食店の営業時間は、これらの組織

の管理機関や労働組合と合意した上で決める。定期的な修理、衛生作業その他の理由で閉店

が予定されている場合には 1 週間前までに掲示板で通知する。 

閉店準備について、ウェーターがいる外食店では閉店の 30 分前、セルフサービスで営業

する外食店では閉店の 15 分前から客の入店を制限することができる。 

2019 年 7 月末からタシケント市、各地方の中核都市や観光地で一定の要件を満たしてい

れば外食店の 24 時間営業が認められるようになった6。要件は以下のとおり。 

 サービスエリアや出入口において監視カメラ（30 日間記録）が設置されていること 

 施設周辺、駐車場その他のスペースで最低 10 メートルの照明が確保されていること 

 騒音の許容基準の遵守、夜間には音楽等を使用しないこと 

 消火器や救急箱が用意されていること 

 災害時の避難経路図や救急隊等の連絡先が表示されていること 

要件を満たさない外食店や、周辺住民から定期的に苦情が寄せられる外食店に対しては、
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地方自治体が夜間業務の停止等を命じることができる。 

 

9. 酒類取り扱い 

外食店で酒類を提供するには事前に「外食店によるアルコール飲料販売許可証」（ロシア

語で「Разрешительное свидетельство на право реализации алкогольной продукции 

предприятиями общественного питания」（ﾗｽﾞﾘｼﾁｪﾘﾉｴ･ｽﾋﾞｼﾞﾁﾘｽﾄﾎﾞ･ﾅ･ﾌﾟﾗﾊﾞ･ﾘｱﾘｻﾞ-ﾂｨ･

ｱﾘｶｺﾞﾘﾉｲ･ﾌﾟﾛﾄﾞｩｸﾂｨ･ﾌﾟﾘﾄﾞﾌﾟﾘﾔﾁﾔﾐ･ｵﾌﾟｼｪｽﾄﾍﾞﾝﾅﾜ･ﾋﾟﾀﾆﾔ）と呼ばれる行政文書）を取得す

る。様式についてはサンプル 1 を参照願う。許可の取得手続きは「外食店によるアルコール

飲料の販売手続の簡略化に係る措置に関する」2012 年 3 月 28 日付閣僚会議決定第 89 号に

定められている。 

当該規則により、酒類を販売する外食店には以下のものがなければならない。 

 酒類販売許可（上記） 

 キャッシュレジスター（レジ。オンラインレジやバーチャルレジも可能） 

 関係する防火や衛生規則を満たす倉庫や必要な設備（賃貸または所有） 

 

※ 教育機関、スポーツ施設、宗教施設、公共交通のバス停等、リクリエーション施設やこ

れらの食堂で配置する外食店でのアルコール飲料販売は不可。 

 

※ （アルコールを販売する）外食店が市（ロシア語で「город（ゴーラト）」と呼ばれる行

政区画）レベルの地域に所在する場合は基礎計算額7の 100 倍（2,230 万スム）、農村や山岳

地帯の遠隔地に所在する場合には基礎計算額の 50 倍（1,115 万スム）に相当する会社の資

本金が払い込まれていなければならない。 

【所轄機関】 

アルコール飲料販売許可を取得するための申請書と必要な書類は、行政サービス・セン

ターでまたは行政サービス統一インターネットポータル（https://my.gov.uz）経由で各地区

（日本の市町村に該当）の役所内のアルコール飲料販売許可書類審査委員会（以下、「地区

担当委員会」という。）に提出される。 

地区担当委員会は提出書類を審査し、委員全員の同意があれば、各州役所内（日本の都

道府県に該当）のアルコール飲料小売販売許可書類審査委員会（以下、「州担当委員会」）に

転送する。アルコール飲料販売許可は最終的に当該州担当委員会が交付する。 

アルコール飲料販売の許可の取得手続きは次の図表を参照のこと。 

 

 

https://lex.uz/docs/1991693
https://my.gov.uz/
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【図表】 3 アルコール飲料販売の許可の取得手続 

ステップ 主体 手続内容 所要期間 

STEP 1 外食店 

1. 行政サービス・センターまたはインターネ

ット経由で申請書と必要書類（図表 4 を参

照）を提出 

任意 

2. 所定の手数料（図表 5 を参照）を納付 申請時 

STEP 2 

行政サービ

ス・センター 提出された申請書と必要書類を地区担当委員

会に転送 

法令上、 

規定なし ポータル 

サイト 

STEP 3 
地区 

担当委員会 

1. 申請書と提出書類の審査 申請書受領

後 5 営業

日以内 

2. 全員同意があれば、アルコール飲料販売許

可交付について結論書を発行 

STEP 4 州担当委員会 

1. 外食店の提出書類と地区担当委員会の結論

書を審査 

地区担当委

員会の結論

書の受領日

から 10 営

業日以内 

2. 全員同意があれば、アルコール飲料販売許

可証を交付 

STEP 5 州担当委員会 
アルコール飲料販売許可証の交付について申

請者（外食店）に通知 

3 営業日 

以内 

 

【図表】 4 申請資料 

申請資料 備考 

免許交付に関する申請書 申請書に法人の名称、法人形態、所在地、銀行名・口

座番号を記載する。 

法人登録証明書の写し 法人登録時に発行されるもので、インターネットでも

取得可能。 

資本金の払い込みを証明する資

料 

金銭で払い込まれた場合は銀行からのレター、その他

の財産で払い込まれた場合は当該財産に対する所有

権やその金額を証明する資料を用意する。 

銀行カードでの決済が可能なカ

ードーリーダがある旨の証明書 

銀行口座が開設されている銀行から取得する。 

免許交付手数料の納付の証明資

料 

銀行送金を証明する領収書など 
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【許可の有効期間】 

アルコール飲料販売許可の有効期間は 2 年以内で、その期間を申請書提出時に記載する。

許可交付の手数料もその有効期間に応じて月あたりで計算し納付する。 

許可交付に関する手数料は、以下の図表を参照のこと。 

【図表】 5 アルコール飲料販売許可の手数料 

手数料名 1 カ月当りの額 

アルコール飲料販売許

可に対する手数料 

タシケント市 
ヌクス市／ 

その他の州の中央町 

その他

の市 

その他

の 

地区 

1.200.000 

スム 

1.000.000 

スム 

800.000 

スム 

600.000 

スム 

 

10. 騒音要件 

外食店での騒音の許容基準は保健省衛生疫学福祉局長名衛生規則（2009 年 6 月 19 日付

СанПиН №0267-09 号）に規定されている。当該規則により、外食店での騒音の許容数値

は、時間を問わず 55 デシベルとされている。 

 

 

第 2 章 ウズベキスタンにおける学習塾（日本語学校等）の開業 

 

ウズベキスタン国内で外国語として英語、中国語、韓国語、フランス語などに加え、最

近は特に日本語への関心も高まっている。ウズベキスタン国内には日本語教育に特化した

学校がタシケント市以外の地方でも複数開校されている。都市部では子女教育に費用を惜

しまない家庭も多い。 

法令上「非公的教育機関」と称される学習塾（以下、「民間教育機関」という。）の開業

規則は、「民間教育機関の業務の免許交付手続に関する規程」（2018 年 3 月 27 日付閣僚会

議決定第 241 号）により定められている。また、民間教育機関の外国語教育業務の規則は、

「民間教育機関の外国語学習コース運営業務の免許交付手続に関する規程」（2013 年 6 月

14 日付閣僚会議決定第 169 号）により別途規定されている。 

 

1. 出資形態 

2018 年 1 月 1 日以降、あらゆる法人形態で民間教育機関を開業することができる。 

民間教育機関を開業するにあたって現地投資家と外国投資家の出資割合は問わない。

100%の日本企業の出資でも、現地ビジネス・パートナーとの共同出資でも民間教育事業を

https://www.minzdrav.uz/documentation/detail.php?ID=10027
https://www.minzdrav.uz/documentation/detail.php?ID=10027
https://lex.uz/docs/3601229
https://lex.uz/docs/3601229
https://lex.uz/docs/2189273
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行うことができる。現地パートナーとの合弁企業を設立する場合も、日本企業の出資割合に

ついては特に要件は規定されていない。 

実務では、過去のジェトロ「ウズベキスタン拠点（法人および駐在員事務所）設立ガイ

ド（2020 年 2 月）」資料でも紹介しているとおり、法人形態のなかで「有限責任会社（limited 

liability company）」の形態を取る企業が圧倒的に多く、民間学習塾の業務を行う地元企業

も基本的に有限責任会社として法人登録を受けている。 

新規法人登録を行う際にその主たる業種を選択する。学習塾を主たる業務として行う場

合、法人登録時に 85.59.0 という業種コードを選択する。なお、その他の事業も副事業とし

て自由に行うことができる。 

 

2. 店舗形態 

学習塾は主に商業オフィス内の空室スペース、大学・学校等の公共施設内の空室スペー

ス、集合住宅１階の商業向けスペースやその他の非居住用一戸建てスペースで、自ら有する

不動産でまたは賃貸借ベースで営業できる。 

また、店舗には規則上学習塾の業務に適し、必要な要件を満たす建物（部屋）や学習コ

ースを履修するために必要な教材がなければならない。また、学習塾の教室は現代的な情報

通信装置やその他の教育用の設備（インターネット環境やパソコン等）が用意されている必

要がある。 

 

3. 営業免許 

教育業務は行政による免許（免許）交付後に（のみ）実施できる業務に該当する。 

学校前教育（幼稚園）、小中学校の教育、高等教育、その他の学習塾、社会人向けの資格

向上・訓練コースの実施業務は上記 2018 年閣僚会議決定第 241 号に基づき、個別の免許を

取得する必要がある。 

外国語教育に特化した学習塾の業務は、上記 2013 年閣僚会議決定第 169 号に定める手

続きに従い、個別免許（様式はサンプル 2 を参照）を取得する。 

以下、外国語教育を目的とする学習塾の開業手続きを解説する。 

【所轄機関】 

外国語教育業への免許交付、効力停止や無効の権限は各州（日本の各都道府県に該当）

政府内の地方委員会（以下、「地方委員会」という。）にある。当該地方委員会のメンバーは、

当該地方の副知事、国民教育省の地方部局の長、当該地方の特定の大学の外国語学部の専門

家、法務省の当該地方部局の副局長、保健省の当該地方部局の副局長および財務省の当該地

方部局の副局長から構成される。 

免許申請書類の受付や審査等は高等教育省の各地方部局（以下、「担当機関」という。）

https://www.jetro.go.jp/world/reports/2020/02/e55ca91a903f9827.html
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2020/02/e55ca91a903f9827.html
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により行われる。 

外国語教育業に対する免許を取得するための申請書と必要な書類は各地区（日本の市町

村に該当）内の行政サービス・センター、または行政サービス統一インターネットポータル

（https://my.gov.uz）を通じて提出される。 

 

外国語教育業に対する免許の取得手続きは、次の図表を参照のこと。 

【図表】 6 外国語教育業に対する免許の取得手続 

ステップ 主体 手続内容 所要期間 

STEP 1 申請者 

1. 行政サービス・センターまたはイ

ンターネット経由で申請書と必要書類

（図表 7 を参照）を提出。 

任意 

2. 所定の申請手数料（図表 8 を参

照）を納付。 
申請時 

STEP 2 

行政サービ

ス・センター 提出された申請書と必要書類を担当機

関に転送。 

法令上、 

規定なし ポータル 

サイト 

STEP 3 担当機関 

1. 申請書と提出書類の審査 

申請書受領後 15

日以内 

2. 申請書類に基づき専門家意見書の

作成 

3. 免許交付の可否について地方委員

会に（議事録案とともに）提案。 

STEP 4 地方委員会 
担当機関の提案を審理し、議事録案を

承認する。 

ワーキング機関の

提案の受領日から

15 日以内 

STEP 5 担当機関 

免許交付の可否についての決定につい

て（手数料納付先の口座情報・納付期

限が記載された書類と免許契約書を同

封して）申請者に通知。 

決定採択日から 

3 日以内 

STEP 6 申請者 
免許交付手数料（図表 8 を参照）納付

の証明書類の提出、免許契約書の署名。 

STEP 5 の通知の

受領日から 

3 カ月以内 

STEP 7 地方委員会 免許の交付 

免許交付手数料納

付の証明書類の受

領日から 3 日以内 

 

https://my.gov.uz/
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【図表】 7 申請資料 

申請資料 備考 

免許交付に関する申請書 申請書に法人の名称、法人形態、所在地、教育活動の

実施場所、銀行名・口座番号、免許を受けようとする

教育活動の種類、外国語学習コースの一覧を記載す

る。 

法人登録証明書 法人登録時に発行されるもの。 

店舗についての証明資料 不動産に関する情報／賃貸借であれば賃貸契約書 

消防署と衛生当局の意見書 店舗が防火規則（例えば、内務省付属消防庁規則／

1997 年 7 月 8 日法務省登録第 354 号）や衛生規則

（例えば、2009 年 6 月 19 日付衛生規則 СанПиН 

№0267-09 号）を満たすことについて書面の意見書を

用意する。賃貸物件であれば、通常、貸主が用意する。 

法人定款の写し  

学習カリキュラム等 申請者が事前に用意する。 

講師の学歴証明資料の写し 学位証明書の写し、国家公的言語能力試験の合格証明

書（「B2」レベルが求められる）の写し 

※ その様式についてはサンプル 3 を参照。 

教育課程に必要な資材の存在

（またはその融資財源）を証明

する資料 

通常、教室の写真等が用意されている。 

申請手数料納付の証明資料 銀行送金を証明する領収書など 

図表 5 で記載したとおり、免許申請時に申請手数料、免許交付時に免許交付手数料を支

払う。その金額は次の図表のとおり。 

【図表】 8 手数料 

 手数料 金額 

1 申請手数料 基礎計算額の 2 倍（44 万 6,000 スム） 

2 免許交付手数料 基礎計算額の 10 倍（223 万スム） 

【免許の有効期間】 

外国語教育業の免許有効期間は 5 年。期間満了日の 2 カ月前までに上記手続きに従い免許

期間の延長申請をし、免許の有効期間を延長する。 
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4. 従業員・講師の要件 

外国語教育に特化した学習塾の従業員の所要人数について法令上の要件はない。 

外国語学習塾の開業の際に重要な課題となるのは外国語講師の確保である。外国語学習

塾の講師はウズベキスタン閣僚会議付属国家テストセンター8が交付する外国語能力試験を

合格し、所定の証明書（サンプル 3 を参照）を取得していなければならない。テストには五

つのレベルがあり、実務では、「B2」レベルの合格が求められる。日本の団体が主催する「日

本語能力試験（JLPT）」等の証明書は認定されない。 

 

5. 騒音要件 

教育機関での騒音の許容基準は保健省衛生疫学福祉局長名衛生規則（2009 年 6 月 19 日

付 СанПиН 第 0267-09 号）に規定されている。当該規則により、教育機関の教室等での

騒音の許容数値は、時間を問わず、40 デシベルとされている。 

 

 

第 3 章 ウズベキスタンにおける技能実習生送出機関の開業 

 

2018 年に「民間人材派遣機関（英語では「private employment agencies」と称されて

いる）に関する法律」（2018 年 10 月 16 日付共和国法第 501 号。以下、「第 501 号法律」と

いう。）が策定され、民間人材送出機関の業務の詳細規則を定める閣僚会議決定（2018 年 9

月 12 日付閣僚会議決定第 725 号。以下、「第 725 号規則」）が採択された。 

現在、当該第 501 号法律および第 725 号規則に基づき、ウズベキスタンで民間送出機関

の開業は可能である。 

 

1. 出資形態 

送出機関を開業するにあたり法人形態や出資形態は問われない。ウズベキスタンの個人

または法人や外国の個人または法人も送出機関の出資者となることができるため、日本の

個人または法人投資家の 100%出資でも送出機関を開業することができる。また、出資割合

に関係なく、ウズベキスタンの個人または法人との共同出資による合弁形態でも送出機関

の開業は可能である。2020 年 6 月 14 日時点でウズベキスタン国内にて正式に登録を受け

ている全ての送出機関は「有限責任会社」という法人形態を利用している。 

ウズベキスタンの政府認定送出機関の一覧は日本の外国人技能実習機構（OTIT）のウェ

ブサイトで公開されている。送出機関の業種コードは 78.10.0 となる。法律上、送出機関は

本業以外の事業（例えばレストランや日本語学習塾等）を副業として営むことはできない。 

https://nsfla.dtm.uz/
https://www.minzdrav.uz/documentation/detail.php?ID=10027
https://lex.uz/docs/3992894
https://lex.uz/ru/docs/3903309
https://lex.uz/ru/docs/3903309
https://www.otit.go.jp/soushutsu_kikan_list/
https://www.otit.go.jp/soushutsu_kikan_list/
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2. 開業免許の有無 

ウズベキスタン国籍者の外国への送出業務を行うには行政当局が交付する免許（以下、

「送出事業免許」という。）（その様式についてはサンプル 4 を参照）を取得する必要があ

る。免許取得については、以下のとおり厳格な要件が設定されている。 

【所轄機関】 

法務省の各地区内にある行政サービス・センターは、送出機関としての法人設立の登録

を行う。雇用労働関係省が送出事業免許を交付する所轄機関となる。雇用労働関係省の付属

機関である対外労働移民庁は、送出機関の送出事業免許申請書類の受付や審査等を行う担

当機関となる。 

【送出事業免許の取得手続】 

送出機関免許の取得手続きは次の図表を参照のこと。 

【図表】 9 送出事業免許の取得手続 

ステップ 主体 手続内容 所要期間 

STEP 1 免許申請者 
対外労働移民庁に申請書類（次の図

表を参照）を提出。 
任意 

STEP 2 対外労働移民庁 

1. 申請書類を審査。 

2. オンサイト（現場訪問）審査

（必要と判断された場合） 

3. 審査結果意見書の作成、雇用労

働関係省に意見書を提出。 

申請受領日から 

10 営業日以内 

STEP 3 雇用労働関係省 免許交付の可否を判断。 

対外労働移民庁

の意見書の 

受領日から 

5 営業日以内 

STEP 4 雇用労働関係省 

免許申請者に通知。 

※ 免許契約書と手数料納付先情報

を同封。 

免許交付の決定

日から 

3 営業日以内 

STEP 5 雇用労働関係省 免許の交付について税務署に通知。 

免許交付の決定

日から 

3 営業日以内 

STEP 6 免許申請者 
雇用労働関係省の特別基金へ 5 万米

ドルの金額を預金。 

免許交付の決定

を受領してから

3 日以内 

STEP 7 免許申請者 

1. 免許交付手数料を納付。 

2. 手数料納付証明資料、署名済み

免許契約書を対外労働移民庁に提出 

 

免許交付の決定

を受領してから

3 日以内 
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STEP 8 対外労働移民庁 免許を交付 

手数料納付証明

資料、署名済み

免許契約書の提

出後 

【申請資料】 

送出事業免許を取得するための提出資料は、以下のとおり。 

【図表】 10 申請資料 

申請資料 備考 

免許交付に関する申請書 その様式についてサンプル 5 を参照。 

送出機関社長の任命に関する辞

令のコピー 

社長の在職を確認するために求められる。 

送出機関社長の学士証明書コピ

ー 

送出機関社長は少なくとも学士課程を修了している

ことが必要。 

業務環境の関連資料 店舗が所在する不動産の情報（賃貸借であれば賃貸

契約書等）、店舗内設備の写真等 

法人登録証明書 法人登録時に発行されるもの 

【手数料】 

送出事業免許の取得手続の際には、以下の 2 種類の手数料を納付する。 

【図表】 11 送出事業免許の手数料 

 手数料 金額 

1 申請手数料 基礎計算額の 5 倍（111 万 5,000 スム） 

2 免許交付手数料 基礎計算額の 3 倍（66 万 9,000 スム） 

 

【5 万米ドルの預託】 

送出機関業務を希望する申請者は、送出事業免許を受けるために雇用労働関係省内に創

設されている特別基金（英語で「Fund for support and protection of the rights and interests 

of citizens working abroad under the Ministry of Employment and Labor Relations」と

呼ばれる）に 5 万米ドルの金額を預託しなければならない。 

この基金（預託金）は対外労働移民庁の活動を財政的に支援し、ウズベキスタン国民に

対して外国での在職・研修中に災害（けが、病気、死亡等）やハラスメント等の何らかの事

件が起きた際にこれら国民を支援し、帰国させるために掛かる費用を負担するために使用

される。当該預託金は送出事業免許交付の必要条件となっている。 
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3. 店舗（オフィス）形態 

過去には送出機関の店舗について監視カメラ設置などの要件があったが、2018 年末の法

改正で廃止された。免許申請中に送出事業の業務遂行に必要な施設、教室や設備の有無が審

査される。それ以外に店舗に関する具体的な要件は規定されていない。 

商業オフィス内の空室スペース、国立専門学校等の公共施設内の空室スペースや集合住

宅 1 階の商業向けスペースなどに出店している事業者が多い。 

 

4. 従業員の要件 

送出機関の従業員の所要人数は 2 人以上でなければならない。前述のとおり送出機関の

社長は少なくとも学士課程を修了していなければならない。送出機関の従業員は雇用労働

関係省が定める手続きにより、3 年に一度資格証明書を取得する必要がある。それ以外の要

件は法令で規定されていない。なお、資格証明書の発行に関する詳細は現時点では未定。  
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各種書類サンプル 

サンプル１：【外食店によるアルコール飲料販売の許可（ウズベク語）】 
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サンプル 2：【外国語教育業の免許（ウズベク語）】 

  



19 

Copyright © 2020 JETRO. All rights reserved. 禁無断転載 

サンプル 3：【外国語能力試験合格証明書（ウズベク語／英語）】 
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サンプル 4：【送出事業免許（ウズベク語）】 
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サンプル 5：【送出事業免許申請書（ウズベク語）】 
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1 ウズベキスタン共和国統計国家委員会ウェブサイト  
2 ウズベキスタン税務国家委員会ウェブサイト 
3 法令上の定義はないが、国内外の料理人トレーニングコース等の受講者や国内外の料理人大会等の受賞

者等が想定されていると考えられる。 
4 「従業員の健康診断の実施手続に関する規則」（2012 年 7 月 10 日付保健相命令・同年 8 月 29 日法務省登

録第 2387 号） 
5  「2011 年におけるウズベキスタン共和国国家予算の基本的マクロ経済指数の予測及びパラメーター」

（2010 年 12 月 24 日付ウズベキスタン共和国大統領決定第 1449 号） 
6 「夜間営業の外食店及び遊楽施設における公安保障に係る追加措置」（2019 年 7 月 29 日付閣僚会議決定

第 624 号） 
7 租税公課、国家手数料やライセンス等の金額の策定に当たって基準として使われる金額であり、2019 年

9 月現在、金額は 22 万 3000 スムとなっている。 

 

                                                   

https://stat.uz/ru/press-tsentr/novosti-komiteta/8359-proizvodstvo-valovogo-vnutrennego-produkta-6
https://soliq.uz/press-services/news/show/karantin-paytida-kochada-ovqatlanish-mumkinmi
https://lex.uz/docs/2046004

